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Ⅰ．序 論
近年，韓国と日本で産業空洞化に対する憂慮と関心が増してきている。韓国の場合，価格
競争力が弱まった製造業者の海外移転傾向が強まり，海外投資（FDI : Foreign Direct Invest-
ment）分野も，以前の単純組立部門から現在では先端分野まで拡大しており，業種全般に
進行している傾向である。経済の発展にともない競争力を失った部門の海外移転が増加する
現象は，かつて先進国も経験してきたもので，産業構造高度化の一過程と見ることもできる。
しかし不安定な労使関係，高人件費，高地価，規制などの高費用構造によって，韓国の主要
産業に対する中国など後発開発途上国の追撃で産業空洞化に対する憂慮が次第に拡大してい
るのが実情である（全経連，2003，2004a，2004b ; 大韓商工会議所，2003a，2003b ; 中小企
5
*啓明大学校通商学部教授
キーワード：産業空洞化，脱産業化，海外直接投資
目 次
Ⅰ．序 論
Ⅱ．産業空洞化の原因
Ⅲ．韓国の産業空洞化：事例研究
Ⅳ．対応戦略と示唆点
Ⅴ．結 論
参 考 文 献
Abstract
卞 載 雄*
韓国における産業空洞化に関する研究
要約
近年，韓国と日本で産業空洞化に対する憂慮と関心が増してきている。産業空洞
化現象とは，否定的意味の脱工業化によって製造業者がより多くの利潤を追求する
ために海外に進出することで国内産業が衰退する現象で，失業および貿易赤字増加，
景気低迷をもたらす現象である。一方で産業空洞化は，産業構造の変化にしたがい
経済の成熟段階に現れる脱産業化によってもたらされた現象といえ，企業と政府レ
ベルのさまざまな対策が必要である。
本研究では，こうした産業空洞化の原因と韓国の産業空洞化を事例分析する。製
造業の GDP 比率，海外投資規模，企業の国内売上と海外法人売上比率，貿易収支
および逆輸入比率，R&D などコア部門の比率，設備投資平均増加率など多様な計
量的な指標を使用して，韓国の産業空洞化進行の行方を分析する。
業協同組合中央会，2003)。韓国経済は，近年の製造業部門の人材減少とサービス産業部門
の需要拡大という産業構造の変化によって，今後，先進国のようにサービス産業が活性化さ
れる反面，製造業の比率が下がる脱工業化が進むものと予想される。
1980年代以降の韓国産業構造の特徴は，サービスの部分の持続的な成長と製造業部門の縮
小（De-industrialization）および再拡大（Re-industrialization）にあった。中国経済の急成長
は北東アジア産業構造に大きな変化を招き，韓国と日本の分業構造に変化をもたらした。た
とえば韓中日の３か国ともに電気電子分野では高い競合関係を有しているが，このような競
合関係はグローバル生産ネットワークと関連がある。グローバル生産ネットワークは電子産
業で最も活発であり，また繊維衣類，自動車産業などの多くの産業分野でも進んできている
現象である。後発開発途上国もグローバル企業のグローバル生産ネットワークに参与するこ
とによって先進国と同時に新技術，先端技術に取り組むことが可能になった。したがってグ
ローバル生産ネットワーク参与の可否は，後発開発途上国の産業発展に重要な要素として影
響を及ぼす（徐チュンヘ，2004，2529）ものといえる。結局，中国経済の急浮上は，過去
に他の先進国が有していた産業構造の高度化への時間的余裕を持つことができないというこ
とを意味する。
産業空洞化は，企業の国際化のための動機のうち，生産原価低減と生産力増大，新市場確
保，輸入障壁克服のための海外直接投資によって引き起こされた現象である。産業が空洞化
すれば生産と投資，雇用が減って失業が増加し，国民所得は減る。技術の国内蓄積が難しく
なり，国民経済の成長潜在力も落ちるため，産業空洞化は国民経済の危機要因として作用す
る。特定地域，あるいは国家の経済的状況や産業の種類によって異なるが，一般的に主力業
種の基幹産業であるほど空洞化による経済的な被害はより一層大きいと言える。しかし一方
では，このような産業空洞化は脱工業化にともなう当然の過程であり，産業構造が高度化へ
と向かう過渡期的形態として長期的には肯定的に作用するという見解もある（Rowthorn and
Ramaswamy, 1997 ; Rowthorn and Wells, 1997)。
他の先進国の場合，自国経済の発展過程で高まる所得水準に合わせて製造業を合理化して
生産を高め，余剰人員を非製造業で活用して新しい市場を創造する脱工業化（De-industriali-
zation）に成功してきたといえる。1990年代前半に香港，シンガポールが製造業比率の低下
とともに１人当り GDP が２万ドルへ上昇したことは，こうした脱工業化による産業構造高
度化の善循環が作用したためである。
本研究では「韓国は現在，産業空洞化が進んでいるのか？」の疑問点を中心に分析する。
このために，まず産業空洞化の原因を調べて，製造業の GDP 比率，海外投資規模，企業の
国内売上と海外法人売上比率，貿易収支および逆輸入比率，R&D などコア部門の比率，設
備投資平均増加率など多様な計量的な指標を使用して，韓国の産業空洞化進行の行方を分析
する。本論文の構成は第Ⅱ章で産業空洞化の原因，第Ⅲ章で韓国の産業空洞化の事例研究，
そしてⅣ章で産業空洞化の対応戦略と示唆点について，それぞれ分析した後，最後の章で結
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論を導き出す。
Ⅱ．産業空洞化の原因
小林英夫（2003）は産業空洞化を，国際競争力を喪失して輸入拡大・輸出減少のために打
撃を受けた産業あるいは企業が消滅したり海外に移転したりすることによって，国内産業基
盤がなくなるのみならず，その代替となる新産業の創出や産業の高度化が起きず産業構造に
空白ができる現象と認識している。研究者ごとの観点により若干の差はあるものの，一般的
な見解は国内の生産基盤施設の海外移転にともなう国内産業の空白現象を意味する。産業空
洞化は多様な要因によって発生する経済現象であり，その結果，経済全般にきわめて否定的
影響を及ぼす現象と考えられている。
産業空洞化の関連概念として，脱産業化（De-industrialization）がある。脱産業化現象に
対する定義はSingh（1993)，Bacon and Eltis（1988)，Rowthorn and Ramaswamy（1997）な
ど海外の学者たちによって提示されている。特に Singh（1993）は脱産業化現象を，製造業
部門の輸出入不均衡現象の一つとし，Bacon and Eltis（1988）は非市場部分の成長と膨張に
よって発生する現象と，それぞれ定義した。一方で Rowthorn and Ramaswamy（1997）は脱
産業化を，主に雇用の側面から分析した点が特徴である。
脱産業化は産業空洞化より包括的な概念として使われるため，欧米では脱産業化という用
語がより普遍化している。この二つの概念の最も明白な差異は，脱産業化は経済構造が変化
するという現象的側面を強調する概念であるのに対して，産業空洞化は経済構造と環境の変
化がもたらす否定的側面を強調する概念という点である。したがって脱産業化という用語は
肯定的な意味で既存の製造業基盤の経済構造からサービス業基盤の経済構造への変化を意味
する。
次に産業空洞化の発生原因について分析してみる。表１〉はさまざまな産業空洞化の発
生要因を示しているが，産業空洞化発生の一番の原因は，経済発展にともなう構造変化であ
るといえる。所得水準が高まって社会の情報化が加速化され，生産のソフト化，経済のサー
ビス化の進展などで産業の構造的な変化がもたらされる（ノテクァン，2000；李ジピョン，
2000)。産業空洞化は経済発展により１，２次産業の比率が低下して３次サービス産業の比
率が上昇する脱工業化あるいは経済のサービス化を意味するが，急速な製造業技術進歩およ
びこれと関連した商品の寿命周期の短縮，為替レート変動および国際収支不均衡，海外投資
増加など，多様なマクロ経済的要因によって発生する。したがって付加価値の低い製造業の
ある部分が衰退したり海外に移転されたりして製造業比率が低下する製造業空洞化現象は，
所得水準の上昇過程では避けられない現象である。
韓国の場合，1960年代にはかつら，合板，履物産業が主力輸出産業だったが，現在は半導
体，自動車，船舶，携帯電話，LCD TV などディスプレイ製品が主力輸出品である。先進
国などもその発展過程で上昇する所得水準にみあうように製造業を合理化して生産性を高め
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ながら，余剰人員を非製造業で活用し，新しい市場を創造する脱工業化に成功したといえる。
したがって産業空洞化は産業構造が高度化する過程の産物だと見ることができ，産業の海外
移転過程で産業構造高度化に成功しなければ，産業空洞化にともなう被害を甘受しなければ
ならない。しかし先進国のように産業構造の高度化に成功した国家は，産業の海外移転にも
かかわらず，高付加価値資本財や部品輸出を増やし，経済に活力を得ることができる。
産業空洞化発生の二つめの原因は，グローバル化進展と企業の海外直接投資の増大である。
世界市場のグローバル化により世界的な生産・調達・販売体制の最適化，付加価値の拡大を
図るグローバル経営が企業の最大関心事になっている。安い人件費と地価，企業経営に良い
環境と現地生産および現地販売の利点，物流面での長所，巨大な市場としての成長の可能性
などのために海外に移転するものの，その時期があまりに早く，国内において代替産業が十
分に育成・発展できてないという点と主力産業の海外投資比率が高いという点が問題点であ
る1)。
こうした状況から企業が海外市場での経営利点と投資利益のために海外投資を加速化する
現象は，産業空洞化を発生させるもうひとつの原因といえる。海外投資が産業空洞化の直接
的な原因かどうかは不明である。しかし海外投資が産業空洞化に及ぼす影響は多大である
（崔ドンホ・李ギョンギュン，1999，154155)。海外投資が産業空洞化に及ぼす副作用の有
無は海外投資のパターンと速度によって異なる。海外投資と産業空洞化の関係は，どのよう
な形態であれ相関関係があることだけは明らかだが，海外投資を産業空洞化現象の原因とだ
け見ることは誤った見解といえる。したがって海外投資は，産業空洞化の多様な要因により
発生し，産業空洞化の主要原因であると同時にその過程として理解することが望ましい。
三つ目の原因としては，産業空洞化現象の最も大きい原因といえる国内産業の競争力低下
があげられる。自国通貨価値の上昇，賃金，金利など，生産要素の価格上昇などによって，
製造業が競争力を失う。競争力を失った業者は生産の分野から退場させられ，あるいは海外
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1) 製造業の海外移転の増加要因としては，厳しい労使関係および労働市場の柔軟性不足，高い賃金水
準，高い工業団地敷地価格，多数の規制（全経連，2003）費用節減，人材確保問題，海外市場開拓お
よび確保，対立的労使関係，親会社や取引先の海外移転（中小企業協同組合中央会，2003）等があげ
られる。
〈表１〉 産業空洞化の発生原因
原 因 内 容
経済発展にともなう構造変化 ・所得水準上昇にともなう脱工業化・経済のサービス化 (Service Economy）
世界経済のグローバル化進展
および企業の海外投資加速
・世界化の進展にともなう海外進出増加・企業のグローバル経営加速（価
格優位などの企業競争力確保，貿易障壁，国内規制などの障害要素回避）
国内産業の競争力低下
・生産要素価格の上昇（自国通貨価値，賃金，金利，地価などの上昇）
・環境的要因（政治不安，労使紛糾，規制，税制優遇不足など）
後発工業国の躍進
・優越な価格競争力をもとに製造業を席巻
・企業の海外移転を促進させる要因として作用
投資によって海外移転をおこなうが，これによって国内雇用または生産が縮小し，経済全体
の成長力低下を招くのである。したがって産業空洞化の最も根本的な原因は国内製造業が競
争力を喪失することにあるといえる（金ギュチャン，1998，246)。
国内産業の競争力を低下させる経済的な要因のみならず，労使紛争，各種規制，税制優遇
不足などの経済外的な要因が大きく作用する時，製造業分野が海外へ脱出するようになる。
かつては，生産要素の価格上昇など経済的な要因に大部分が起因していたが，最近では貿易
障壁や経済外的な部分も主要な影響要因として作用している。国内の場合も，政府の過度な
企業規制と有力な労組，反企業感情に対する不満，高費用・多規制にともなう劣悪な企業条
件，労使紛糾と高賃金，貿易障壁，中小企業の求人難などの環境的要素が大きく作用してい
る。これとともに高地価・高賃金・高金利などの要素費用の増加による生産原価上昇と，法
律的規制のような環境的要因から国内産業の競争力の低下と企業活動を難しくさせているこ
とが，産業空洞化を促進する原因として作用する。
四つ目の産業空洞化の発生原因としては，中国など BRICs および後発工業国の成長があ
げられる。中国など後発工業国の躍進は高費用構造の先進国製造業には大きな脅威として作
用する。低賃金など低い要素価格の価格競争力を持った後発工業国は，他国の製造業者の移
転を誘引することで他国の産業空洞化を誘発させる原因として作用している2)。
Ⅲ．韓国の産業空洞化：事例研究
本章では産業空洞化の事例研究として韓国の産業空洞化の進行具合を分析する。製造業の
空洞化を測定する計量的な指標として製造業の GDP 比率，海外投資規模，企業の国内売上
と海外法人売上比率，貿易収支および逆輸入比率，R&D などコア部門の比率，設備投資平
均増加率などが利用されている。
第一に製造業の GDP 比率である。表２〉からもわかるように，製造業が名目 GDP に占
める比率は，韓国が28.4％（2005年，22.1％（1995)）で，米国15.7％（2004)，英国19.5％
（2003)，日本19.8％（2001）より高く，主要国家の１万ドル時期と比較しても製造業の比
率が高いレベルにある。一方で日本，米国，英国は製造業の GDP 比率が減少している。そ
して実質 GDP で測定した場合，製造業の比率がむしろ増加（1985年24.8％，1995年22.1％，
2002年33.4％，2004年28.1％，2005年28.9％）している。したがって韓国経済においては，
製造業の役割が減少したというよりは，外国為替危機以後むしろ成長寄与度が高まっており，
脱工業化が進んだとは考えにくい。ただし製造業雇用比率が先進国レベルである20％以下に
低下し，雇用の側面では脱工業化が進行していると評価することができる。
次に海外直接投資規模について。表３〉でもわかるように，韓国の海外投資は着実に増
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2) 産業空洞化の因果関係をつかむことは非常に難しいが，全般的な産業空洞化の流れは経済発展にと
もなう構造変化，国内産業投資環境変化，対外投資環境の変化などの要因により製造業投資回避，海
外投資促進などに現れて脱産業化，技術空洞化および所得配分の悪化など多様な副作用が現れる。
加傾向にあり，特に対中国投資は大きく増加して，2005年の金額基準で韓国全体の海外投資
の40.5％を占めている。純海外投資（流出―流入）の面では，流入（Inflow FDI）が流出
（Outflow FDI）を超過しており，海外投資による産業空洞化の可能性はまだ低いレベルで
ある。だが特定産業の産業空洞化の有無は不明であり，また全般的に韓国の海外投資規模は
まだ低いレベルである3)。
次に第三の指標として，企業の国内売上と海外法人売上比率について見てみる。韓国は
12.7％で日本（37.2％，2002年）より低い数値である。主要企業の海外生産比率も外国競争
企業に比べて，非常に低い。たとえば自動車の場合，現代自動車は８％レベルでこれは競争
相手である GM，Ford の48％，トヨタの39％より低いレベルであって産業空洞化が進行し
ているといえない。
第四の指標の貿易収支および逆輸入比率についてみると，海外投資は現地法人に対する原
副資材などの輸出が現地法人からの逆輸入を大きく超過しており貿易黒字が発生している。
対中国貿易黒字の55％（2002年）が国内企業と現地企業の間の取引で発生しているが，現在，
貿易収支は減っていて，逆輸入も分業構造と価格の側面を考慮すれば増加する可能性があり，
今後，産業空洞化の恐れがある。
〈表４〉の韓国の対中国，日本貿易収支推移からもわかるように，韓国の対中国貿易収支
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3)「海外投資残額 /GDP」は韓国8.1％（2005年，2002年9.1％）で開発途上国13.5％（2002年)，先進国
24.4％（2002年）より低いレベルである。世界全体で占める韓国の海外投資比率（流出，0.4％，流
入，0.3％）は小さい。
〈表２〉 国別製造業の対名目 GDP 比率（％）
国 韓国 日本 米国 英国
年度 2002 2005 1980 2001 1977 2004 1982 2003
比率（％） 26.9 28.4 28.2 19.8 22.8 15.7 23.7 19.5
１人当り国民所得 (US $) 16311 35752 42113 36621
資料：IMF（2006)，World Economic Outlook
参考：1人当り GDP ($)１万ドル時期:韓国2002，日本1980，米国1977，英国1982，シンガポール1988
〈表３〉 韓国の海外投資 （単位：億ドル，％，到着基準）
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
流出（全体） 33 50.7 51.7 37 40.5 60 64.9
対中国（％）
3.6
(10.8)
7.1(14)
6.4
(2.3)
10.3
(27.8)
16.5
(0.7)
23.0
(38.3)
26.3
(40.5)
流入（全体） 110.0 102.6 50.7 38.1 51.3 92.6 96.7
資料：韓国輸出入銀行（www.koreaexim.go.kr)，産業資源部（www.mocie.go.kr）
の黒字が減る兆しが見られている。近年鈍化している対中輸出の増加傾向を考慮すれば，年
間貿易黒字規模が減少する可能性も少なくない。対中貿易黒字は2002年以降，毎年著しい増
加傾向を見せてきたが，2006年から停滞または小幅な減少傾向にある。2006年７月までの対
中輸出増加率は10.8％である一方，輸入増加率が19.3％になっている。特に対中輸出増加率
は5.9％で，2002年２月以降４年５か月ぶりに最も低いレベルを記録したのに対して，輸入
増加率は21.7％となった。
中国に対する輸出がこのように鈍化しているのは，鉄鋼と石油化学など基礎素材分野への
大規模投資により輸入需要の減少などで韓国産部品および素材の対中輸出が大きく膨らまな
い一方で，中国産低価格製品の輸入は急増傾向にあるからである。また二つ目の原因として
は，WTO 加入にともなう開放効果が鈍化し，輸入市場の爆発的な成長の勢いが沈静化し，
中国国内の輸入市場で中国産製品の占める比率が急速に増加しているからである。また中国
が景気の過熱を防ぐために人民元の切上げ，金利引き上げなどの措置を取っている点も韓国
企業にとっては負担として作用する。こうした中国に対する輸出鈍化が一時的な要因による
ものでなく，傾向として長期化する可能性もあるとみられることが，注目されるものである。
一方，対日本貿易収支の赤字も過去40年以上，継続的に増加傾向にあり，今年は，年間レ
ベルで史上最大規模を記録している。対日貿易赤字の原因は技術，部品および素材などの分
野において対日依存度が高い点にある。
第五の指標として，R&D などコア部門の比率について見てみよう。一般的に新製品開発
など R&D は国内母体（親企業）でおこなって，現地法人は製品改良など補助的機能を遂
行するのみである。だが韓国の場合，すでに大企業を中心に生産基盤だけでなく，企業競争
のコア組織である R&D センターの海外比重が増加する傾向にある。たとえば LG電子は
海外９か所，サムソン電子は８か所の独立 R&D センターを運営している。これら企業の
R&D の国内：国外比率が現在 6：4 程度だが，次第に海外比率が拡大する傾向にある。現
代自動車も米国（２か所)，ドイツ，日本にそれぞれデザインおよび部品関連４か所の海外
R&D センターを運営している。このように産業空洞化の追加的な余波，すなわち生産拠点
喪失によって引き起こされる技術蓄積の問題とコア部門の海外移転問題は，自国経済の成長
基盤自体を崩壊させるという点に問題があり，このような脈絡から産業空洞化が憂慮される。
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〈表４〉 韓国の対中国，日本貿易収支規模（単位：億ドル）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006（１７月）
総輸出 1722.6 1504.3 1624.7 1938.2 2538.4 2844.2 2086.9
総輸入 1604.8 1401.9 1521.3 1788.3 2244.6 2612.4 2011.5
中国（黒字） 56.5 48.8 63.5 132 201.8 232.7 140.8
日本（赤字） 113.6 101.3 147.1 190.4 244.4 243.8 166.3
資料：韓国貿易協会（www.kita.net）
六番目の指標は設備投資の増加率である。表５〉は設備投資の平均増加率を示している
が，韓国の場合，設備投資の平均増加率が1970年代（21.1％）以降，継続的に減少しており，
1980年代12.4％，1990年代8.7％，そして2000年代は2.3％にまで下降した。これは海外投資
に集中した結果，国内設備投資が疎かになり，産業空洞化の憂慮を拡大させている4)。
総合的に分析すると，現在，韓国は深刻な産業空洞化現象はまだ現れてきてはいないが，
貿易収支，R&D などのコア部門の比率，設備投資の平均増加率，製造業の雇用比率低下，
集中的な対中国投資の側面から，今後，産業空洞化のおそれは存在する。ただ韓国は製造業
の GDP 比率がまだ高い一方で，海外投資規模や海外売上比率が低く，海外投資が逆輸入よ
りは貿易黒字を誘発する肯定的な効果を示しているので，現在，産業空洞化が本格的には進
行していないと評価される。韓国経済の当面の課題は企業の海外移転にともなう空洞化でな
く，投資不振とこれにともなう競争力低下の心配である。また韓国経済において，製造業の
役割が減少するよりは，外国為替危機以降むしろ成長への寄与度が高まり，脱工業化が進ん
だとみるのは難しい。
ここから先では，韓国の産業空洞化に対する先行研究について調べてみる。河ビョンギ・
呉ジュンビョン（2003)，呉ジュンビョン（2004）は韓国の場合，開発途上国からの輸入の
拡大はむしろ製造業の雇用を増大させており，製造業の雇用比率減少は主に外的要因よりは
所得水準の向上と生産性格差などの内的な要因に起因すると見ている。すなわち韓国の産業
構造変化は，中国経済の成長と海外投資による海外移転よりは，経済発展にともなう産業構
造調整の過程に現れる現象として把握する。
イムヒョンジュン（2003）は雇用および名目生産の側面から，韓国は1980年後半からすで
に脱産業化段階に入ったとしているが，これは製造業部分の生産性と所得水準の早い時期か
らの上昇にともなう消費パターンの変化など，経済の発展過程に現れる現象であって製造業
生産基盤の海外移転に起因する製造業空洞化および脱産業化現象ではないという見解である。
徐チュンヘ（2004）は，産業空洞化は経済の発展段階で不可避の現象であるとみて，むし
ろ問題の本質を韓国産業構造のぜい弱性においている。一方，朴レジョン・ヤンヒソン
（2004）は韓国経済の成長過程で製造業の雇用比率は継続して減少してきたが，労働生産性
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4) 製造業時間当り賃金増減率も2005年32.2％で，日本，シンガポール，台湾，中国より高く，製造業
空洞化の恐れがある。主要競争国の製造業時間当り賃金（2004年基準，USドル）を比較してみると
日本19.38（前年対比1.8％増加)，韓国12.99（32.3％)，シンガポール11.51（10.1％)，台湾9.51（11.6
％)，中国1.00（14.9％）で，韓国が相対的に製造業時間当り賃金が早くから上昇していることがわ
かる。
〈表５〉 設備投資の平均増加率（％）
1970年代 1980年代 1990年代 20002006（６月まで）
21.1 12.4 8.7 2.3
資料：大韓商工会議所（www.korcham.net）
が増加してきていることなどを考えると，製造業空洞化現象は誇張だという見解である。
河ビョンギ（2003）も韓国経済において製造業の役割が減少するよりは，外国為替危機以
降，むしろ成長への寄与度が高まり，脱工業化が進んだとは考えにくいという見解である。
製造業の成長への寄与度は外国為替危機以前の1990年代の31.9％から，外国為替危機以降に
は49.1％へと上昇した。製造業従業員一人当りの付加価値は，実質と名目ともにサービス業
より速い成長速度を見せているが，長期的には製造業の比率が低下し，経済全体のサービス
経済化が不可避で，海外投資も次第に増加するものと予想する。また先進国のように所得増
加にともなうサービス需要拡大，製造業とサービス業の間の生産性の差から製造業比率が低
下し，景気回復と合わせて企業の海外進出が加速して企業競争力が高まりつつ外国人投資を
上回るという見解である。
Rowthorn and Ramaswamy（1999）は，所得増加にともなうサービス需要の拡大，そして
製造業とサービス業との生産性を考えると名目付加価値を基準とした製造業比率が長期的に
低下することは避けられないものと予想する。したがって Rowthorn and Ramaswamy (1999）
の見解に従えば韓国経済も製造業の比率低下は予想されていたことであり，問題は単にその
進行速度である。
こうした見解に対して，李ジピョン（2003）は，製造業の雇用創出能力低下など製造業の
活力不振，脱工業化の進行速度，非製造業の高付加価値化の不振，海外投資の規模と影響の
側面から見る時，韓国産業の潜在的な空洞化の危険性が高まっており，総合的な対策が必要
だという見解である5)。小林（2003）も韓国の場合，日本や台湾に比べて，相対的に空洞化
の危険性は少ないものの，今後４～５年以内に製造業の空洞化が進行するだろうと主張して
いる。
次に，日本の産業空洞化の克服対策として，製造業者の「日本Ｕターン」現象について調
べてみる。日本の場合，最近では産業空洞化問題よりはむしろ海外進出製造業者の「日本Ｕ
ターン」により大きな関心を寄せている。すなわち，海外投資が増加すれば国内投資減少お
よび産業空洞化が起きるのが一般的であるが，最近の日本の製造業界の場合，効率的な国際
最適分業体制の構築により海外投資と日本国内の設備投資が同時に増加する様相を見せてい
る6)。したがって日本の企業が技術開発，構造調整，生産革新などによって，生産工程に対
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5) これら以外にも韓国の産業空洞化に対して多様な見解がある。張ソギン（1998)，シンテヨン他
（2003）は，韓国の場合，脱産業化は1980年代末から進行しているが，まだ製造業基盤の低下と成長
潜在力低下を心配する段階ではないものの，脱産業化を放置した場合，成長潜在力を阻害する可能性
を排除できないと考えている。
産業資源部（2003）は産業空洞化レベルが製造業の名目 GDP，製造業の活力維持，産業構造高度
化などの側面から，韓国の競争相手である日本と台湾を比較した場合，それほど深刻でないと見てい
る。李ジピョン・カンスンホ（2004）は韓国，日本，台湾３国間の製造業競争力を労働生産性と単位
労働費用をもとに比較した場合，韓国の競争指数がもっとも低く，日本と台湾は，製造業空洞化にと
もなう失業率が韓国より大きいという見解を示している。
6) 最近，日本経済新聞（2005,10.23）が独自におこなった160社の日本国内製造業者の工場建設計画
についての調査結果によると，日本国内に工場新設をすでに決定または検討中である企業が，全体の
60％に達したことが明らかになった。また，62％の企業が３年後には日本の国内生産（金額ベース）
する競争力を回復して，中国など海外生産拠点を日本国内に戻すＵターン現象が加速化して
いる。
海外直接投資は，製造業の成長に肯定的に作用することによって産業空洞化の主な要因と
はならないだろう。韓国経済の当面課題は，企業の海外移転にともなう空洞化ではなく，投
資不振と産業構造の高度化の遅れなどによる競争力低下の恐れである。ただし，特定産業あ
るいは地域で企業の海外移転が集中する場合，または投資環境の悪化で投資が引き続き不振
な場合には社会および経済的な問題になる可能性が高い。競争力が限界にきている業種が集
中している地域ではこのような可能性が高い。1990年代に海外移転で地域経済に大きな打撃
を与えた釜山地域の履物産業と大邱の繊維産業がその例といえる。
韓国の場合，海外に生産拠点をおいた韓国製造業者には，ほとんど現地工場を国内に移転
する計画がなく，中国を相変らず魅力的なところとみなしており，製造業者の国内Ｕターン
（復帰）は当分期待するのが難しいという調査結果がある。大韓商工会議所（2005）がソウ
ルと京畿地域の製造業者の中で海外工場を有している企業300社を対象に実施した「製造業
者国内Ｕターン現況と展望」のアンケート調査によると，海外生産拠点の国内Ｕターンの可
能性を尋ねた質問に回答者の大多数が国内Ｕターンを「考慮していない」(94.9％）と答え
た。
また全国経済人連合会（2004b）が中国への投資額の大きい700企業の中254社を対象に調
査した「韓国企業の対中投資現況と改善課題」の報告書でも，今後５年間の中国および国内
投資計画と関連して，調査対象企業の43.7％が「国内投資を減らし中国投資を増加させる計
画」と答えた。逆に中国投資の比率を減らし国内投資を増やすという回答は6.1％に過ぎな
かった。したがって全体的には，今後５年間，中国投資を増やして国内投資を減らす計画で
あることが明らかになった。また中国進出企業等が現地工場で生産して，海外に輸出する製
品のうち，30％が韓国国内へ逆輸入されているとの調査結果が出た。これは全経連（2004a）
が日本経団連の会員会社を対象に実施した似たような調査で中国投資を増やして日本内投資
を減らすという業者が27.4％にとどまった点と比較する時，相対的に高い数値で，韓国が日
本より産業空洞化の可能性がより高いと分析される7)。
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が増えるだろうと答えた。この調査結果によると日本国内での工場新設をすでに「決定した」と明ら
かにした企業は35.3％,「検討中」という回答は23.5％である。電気，自動車，素材，機械など多様
な業種の企業が工場新設計画を持っていることが明らかになった。また日本の企業が国内生産を増や
す目的（複数回答）としては,「既存製品の高付加価値化」が56.6％で最も多く,「世界市場の戦略供
給拠点化」(42.1％）が後に続いた。このほかに「新製品の開発期間の短縮｣，「海外生産分の国内移
転」と答えた企業なども多かった。これは2003年下半期から始まった景気回復に自信を持った日本の
企業が，日本国内工場で高付加価値製品を生産して，景気拡張に備えるという戦略であるものと解釈
される。
7) Tejima（2000）は日本の海外投資は産業競争力の強化とグローバル化に寄与したが，特に伝統産業
の海外移転が必要だという見解を示している。
Ⅳ．対応戦略と示唆点
Rowthorn（2003）は，脱工業化を経済レベルの発展にともなって現れる先進国共通の現
象と理解しながらも，このような構造的な変化のもたらす実益を綿密に認識して，望ましく
ない避けられる変化には対応をしていかなければならないと主張する。本章では産業空洞化
のみに限定せず，脱産業化の観点から企業の対応方策と示唆点について分析する。表６〉
は脱産業化・産業空洞化の環境のもとで各企業が受ける影響とそれに対する企業レベルの対
応戦略を示している。
第一に，世界経済のグローバル化が加速化されることによって企業のグローバル化も急速
に進んでいる。特に製造業者は価格競争力の回復などで生産拠点の海外移転が増加している。
すなわち，脱産業化による所得上昇で自国内の製造業が高費用構造となるにつれて，企業は
海外投資を代案として模索する。もちろんこのような海外移転が加速化されることは単純に
価格競争力向上だけを考慮した決定だと断定するには無理がある。高費用・低効率の生産構
造以外にも法律的規制，租税問題などが，企業の海外進出を促進する要因となる。
近年の製造業の海外投資の増大傾向とともに企業は IT，サービス関連業務と機能を海外
へ活発に移転しているなど，グローバル・アウトソーシング（Global Outsourcing）により
従来の単純生産下請けを越えて，高付加価値産業群まで急速に広がっている傾向を見せてい
る8)。グローバル・アウトソーシングは IT技術の発達で費用節減効果が可能で，既存の事業
概念から脱皮して，生産基盤が無くてもコア分野のみで事業活動を営むことができるため，
産業空洞化へと波及する悪影響を最小化できる。
第二に，主力製品群の高付加価値化の推進である。脱産業化が加速化するなかで，企業は
競争力と収益性の低い事業分野から撤収し，またはそうした部門を海外に移転させて，価格
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8) たとえばナイキの場合，米国国内生産は一部分だけ維持しており，残りの生産および販売，流通網
はすべて海外へのアウトソーシングによって企業活動をしている。かつて製造業の空洞化を経験した
英国は，今やサービス業の空洞化の恐れまであるのが実情である。HSBC, Lloyds, TSB, Abbey など
大型銀行と Norwich Union のような保険会社はコールセンター業務と顧客サービス業務の半分ほど
をインドへアウトソーシングしている。
〈表６〉 脱産業化・産業空洞化の環境のもとでの各企業の対応戦略
現 象 内 容
企業のグローバル化加速
・価格優位確保のための生産拠点移転
・有利な企業環境確保のための海外移転
・グローバル・アウトソーシングの拡散
高付加価値事業への主力
製品群変更
・高付加価値製品中心の製品ポートフォリオ改編
・高付加価値製品および分野への業種変換
企業内部の高付加価値化
進展
・R&D 拡充およびデザイン力の開発による差別化戦略
・生産性・効率性向上のための工程上のリエンジニアリング加速化
競争力を確保する一方で，収益性の高い高付加価値製品に集中・特化する。このように企業
の製品ポートフォリオを改編して，付加価値の高い分野に特化することは，産業空洞化を克
服する企業の対応戦略の一つである9)。
このように自国内の脱産業化・産業空洞化が急速に進行している場合，企業内部では比較
的プライオリティーの低い産業の代わりに新技術やサービス・知識基盤中心の事業に転換す
る。たとえば中小企業の場合，業種自体を高付加価値業種あるいはサービス業種に変更する
場合もあり10)，また大企業では，グループのポートフォリオを新技術事業やサービス事業を
中心に再編する場合もある。
第三に，企業内部の高付加価値化の進展である。上述した製品ポートフォリオ改編が重点
製品群自体を変更するのに対して，企業内部の高付加価値化は，既存製造業の商品群はその
まま維持しながら，付加価値を創出する戦略である。こうした企業内部の高付加価値化は，
研究開発（R&D）の拡充と，それにともなう派生効果によって発生する付加価値創出の過
程に大きく分けることができる。R&D 活動には新技術と知識を結合させて価値を高めるソ
フト化のみならずデザイン力の開発のような付加的要素も含まれる。
脱産業化あるいは産業空洞化は所得水準の向上という社会的変化を伴う概念であるので，
これによって変化していく消費者の好みに合った製品を生産していくためにも，製品の高機
能化・高級化・差別化と生産性・効率性向上のための戦略が必要である。
第四に，技術流出防止戦略など徹底した技術管理による企業コア分野の国内残留方策が必
要である11)。特に R&D，デザインなどは非価格競争力を左右する重要な部分である。こう
したコア分野の海外移転は，技術流出および高付加価値産業の国内離脱という否定的結果を
招来し，国内市場も打撃を受けるブーメラン効果をもたらす。日本とアメリカの主要製造業
者の場合もコア部門だけは本国に残留させる戦略を取っている。価格競争力が低下した部門
は海外へ移転し，コア分野は国内に残留させると同時に，移転した敷地は R&D 関連研究
所などに用途を変更して，競争力を高める共存の産業政策が必要である。
第五に，生産拠点の国内回帰の必要性の増大である。近年の日本の事例からもわかるよう
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9) ノキアとソニー等が代表的な事例である。ノキアは木材，ゴム，電線などの製造を営む伝統企業で
あったが，伝統事業分野をすべて売却して次世代先端業種である携帯電話事業に集中して成功した企
業である。ソニーも脱産業化という環境的影響のために経営戦略を修正した。ソニーは2003年から採
算の合わない事業を縮小し，またはそこから果敢に撤収して，生産体系の改革革新案を発表した。た
とえばドル箱だったブラウン管事業を縮小して，次世代超薄型TV事業に集中方針を定めてサムソン
との戦略的提携によって LCD パネルなどに投資して，ディスプレイ事業の運営に成功している。
10) 中小企業協同組合中央会（2003）が375社の中小製造機業を対象にしたアンケート調査によれば，
中小企業の25.9％が他業種への転換を計画していることが明らかになった。転換しようと考えている
業種はサービス業が39.2％で最も多く, 次いで物流業（21.6％), 卸・小売業（16.5％), その他（14.4
％）の順という結果であった。
11) 黒田アツオ（2002）は製造業空洞化を克服するために持続的な技術革新が必要で，このために企業
の研究開発体制強化に役に立つ政府の施策を強調している。韓国の場合，中国経済の躍進を最大限活
用して競争優位を継続的に維持・持続させる戦略を強調する。日本の空洞化戦略としては，競争力の
ある工場と技術開発，費用節減など効率化の為の作業改善，既存コア部門を活かした新市場開拓，技
術流出抑制およびクラスター形成などがある（金ジェユン他，2003；李ウグァン他２人，2003).
に，日本企業は大企業を中心に生産拠点の日本国内回帰が広がっている。製造現場で生産革
新が加速しながら，安い賃金の海外生産よりは高付加価値製品の開発と生産に有利な国内生
産の長所が浮上しているからである。大企業はもちろん中小企業も生産基地を国内に移転し
てきており，デジタル機器，情報機器などハイテク分野から厨房用品まで品目も多様である。
生産性革新をになっているキャノン，ソニー，シャープ，富士通，ケンウッドなどが代表的
な企業である12)。こうした日本の事例は韓国の産業空洞化問題を克服する上で，多くの示唆
を提供してくれている。
第六に，企業間協力の方策とクラスター（Cluster）構築が必要である。たとえば韓―日
間の企業協力の成功事例としてサムソン―ソニーの共同 LCD 工場は両社のシナジー効果を
最大化すると評価されている。このような事例は今後，韓―日間企業協力によって，両国が
産業空洞化を克服するための有効な事例であり，両国企業に多くの示唆を与えてくれる。さ
らに産業集積を構築する必要がある。クラスターは国内経済に限定するのではなく，周辺国
とのシナジー（Synergy）効果を最大化する効率的な方策が必要である。
最後に，製造業の空洞化または産業構造の変化過程において政府の積極的な産業政策が必
要である。李ジピョン（2004）は，産業空洞化は産業別の競争力低下の問題でなく，産業基
盤の競争力低下に本質的な問題があるために，政府レベルの総合的な対策によって産業構造
を高度化させる必要性を主張する。日本の場合，製造業空洞化を防止するために金融システ
ムなど経営環境の改善のための制度改革が強力に推進されており，産業集積による地域経済
の発展を製造業空洞化防止の重要な政策手段と見なしている（Hisatake，2003)。したがっ
て政府レベルではコアの部品産業の競争力確保，高費用・低効率の構造改善と規制緩和およ
び税制恩恵など，ビジネス環境改善，企業の研究開発活動の奨励，製造業の善循環構築，コ
ア高付加価値新規産業の育成，効率的クラスター（Cluster）育成などの総合的な政策が必
要である。
市場の自律性を重視する米国も1990年代に，国家の革新力を強化して国際競争力を支援す
るための積極的な支援政策を実施した。日本の場合も製造業空洞化を防止するために金融シ
ステムなど経営環境の改善のための制度改革が強力に推進されており，産業集積による地域
経済の発展を製造業空洞化防止の重要な政策手段として活用しているという点が示唆を与え
てくれる。
Ⅴ．結 論
本論文で韓国の産業空洞化について分析した。韓国経済は近年，製造業部門の人員減少と
サービス産業部門の需要拡大という産業構造の変化を見せており，今後，先進国のようにサ
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12) キャノンは2002年までに国内生産現場からコンベヤーベルト・システムを撤廃してセル（Cell）方
式を導入，国内工場の生産性を高めた。ソニーは部品調達を容易にするために中国のビデオカメラ工
場を国内に移し，シャープは液晶パネルの技術流出を憂慮して，新設工場を日本国内に建設している。
ービス産業が活性化する一方で，製造業の比率が低下する脱工業化が進行するものと予想さ
れる。脱工業化は先進国への発展過程に現れる一般的な現象と認識されているが，これまで
の経済成長過程で製造業に大きく依存してきた韓国経済としては，これに対する対応策が急
がれる。
現在，韓国には深刻な産業空洞化現象はまだ現れていないが，これまで述べたとおり，貿
易収支，R&D などのコア部門の比率，設備投資平均増加率，製造業雇用比率の低下，対中
国投資の集中の側面から，今後，産業空洞化に対する危険性は存在する。だが韓国は製造業
の GDP 比率がいまだ高い一方で，海外投資規模や海外売上比率が低く，海外投資が逆輸入
よりは貿易黒字を誘発する肯定的な効果を示しているので，現時点では産業空洞化が本格的
に進行していないと評価されている。韓国経済の当面の課題は，企業の海外移転にともなう
空洞化でなく，投資不振とこれにともなう競争力低下の危険性である。したがって製造業の
海外投資による善循環効果を高めながら，脱工業化過程で産業空洞化現象が発生しないよう
にする効果的な対策が必要である。
米国，英国など先進国は産業構造のサービス化および高度化を続けている。したがって空
洞化した低付加価値製造業の代替となる高付加価値分野を創造して，産業全体の空洞化を抑
制することが重要である。政府レベルでは新技術開発，政府の各種規制撤廃と高費用・低効
率構造およびビジネス環境改善，部品産業の育成による基礎技術分野の優位確保，企業優遇
政策，積極的な海外投資誘致，効率的なクラスター（Cluster）支援政策などが必要である。
一方，企業も効率化された生産工程をもとに，価格競争力を高める一方，技術開発によって
付加価値を向上させる技術革新とともにコア分野の海外移転をくい止める戦略も必要である。
結論的に産業空洞化現象は先進国の事例からもわかるように，経済構造の変化により派生
する自然現象とも言えるが，これは常に否定的な現象だけではない。問題は技術革新と新成
長産業育成を通じて産業構造高度化の方向にまっすぐ向かって行けるような総合的な対策が
必要である。
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